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環境の保全に関する細目協定 

 千葉県及び   市（以下「甲」という。）並びに    株式会社（以下「乙」とい

う。）は，    年  月  日付け「環境の保全に関する協定」（以下「協定」とい

う。）第８条第１項の規定により別添のとおり細目協定を締結する。 

 この細目協定の締結を証するため，本書３通を作成し，甲，乙記名押印の上，各１通を

保有する。 

 

     年  月  日 

 

            甲   千葉県千葉市中央区市場町１番１号 

                千葉県 

                千葉県知事  

 

                千葉県   市 

                  市 

                  市長  

 

            乙   所在地  

                会社名  

                代表者職氏名  

 

                 所在地  

                 工場名  
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第１章 大気汚染の防止 

 

（硫黄酸化物の対策） 

第１条 乙は，ばい煙発生施設から排出される硫黄酸化物｛大気汚染防止法（昭和４３年

法律第９７号。以下この章において「法」という。）第２条第１項第１号に規定するい

おう酸化物をいう。以下同じ。｝の排出総量を，次に掲げる算式により算出される量以

下とする。ただし，新増設により排出総量が増加する場合の適用は当該施設の稼働日か

らとし，乙は事前に当該施設の稼働日を甲に報告するものとする。 

     

    Ｑ＝Ｑ０ ＋１．５（Ｗ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ)
０．９ 

この式において，Ｑ及びＷ１+Ｗ２+………+ Ｗｎは，それぞれ次の値を表す。 

 Ｑ 排出総量（単位 ｍ3
Ｎ ／時） 

 Ｗ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ 

   昭和５５年４月１日以降の新増設により使用される定格の燃料・原料 

     の量を別表第１により換算した量（単位 kL／時） 

     

２ 浮遊粒子状物質に係る環境基準{大気の汚染に係る環境基準について（昭和４８年環境

庁告示第２５号）の浮遊粒子状物質による。}の達成を図るため，乙は，排出量を，前項

の排出総量に１００分の  を乗じた量以下とする。 

 

（窒素酸化物の対策） 

第２条 乙は，ばい煙発生施設から排出される窒素酸化物｛大気汚染防止法施行令（昭和

４３年政令第３２９号。以下この章において「令」という。）第１条第５号に規定する

窒素酸化物をいう。以下同じ。｝の排出総量を次に掲げる算式により算出される量以下

とする。ただし，新増設により排出総量が増加する場合の適用は当該施設の稼働日から

とし，乙は事前に当該施設の稼働日を甲に報告するものとする。 
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  Ｑ＝Ｑ０ ＋０．８（Ｗ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ)
０．９  

   

この式において，Ｑ及びＷ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ は，それぞれ次の値を表す。 

 Ｑ 排出総量（単位 ｍ3
Ｎ ／時） 

 Ｗ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ 

   昭和５５年４月１日以降の新増設により使用される定格の燃料・原料 

     の量を別表第２により換算した量（単位 kL／時） 

     

２ 乙は，冬期において甲が指定する期間の排出総量を，前項の排出総量に１００分の 

  を乗じた量以下とする。 

３ 乙は，昭和５５年３月３１日以前に設置したばい煙発生施設に係る窒素酸化物の排出

濃度を，別表第３に掲げる基準以下とする。 

４ 乙は，昭和５５年４月１日以降に設置し，又は設置するばい煙発生施設に係る窒素酸

化物の排出濃度を，別表第４の１，別表第４の２，別表第４の３及び別表第４の４に掲

げる基準以下とする。 

５ 前各項に定めるもののほか，千葉県が定めた二酸化窒素に係る環境目標値（昭和５４

年大第１１４号環境部長通知。以下「環境目標値」という。）を達成するため，甲が窒

素酸化物対策の改善を要請したときは，乙はこれに応じるものとする。 

 

（ばいじんの対策） 

第３条 乙は，ばい煙発生施設から排出されるばいじん（法第２条第１項第２号に規定す

るばいじんをいう。以下同じ。）の排出総量を，次に掲げる算式により算出される量以

下とする。ただし，新増設により排出総量が増加する場合の適用は当該施設の稼働日か

らとし，乙は事前に当該施設の稼働日を甲に報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 



 5

  Ｑ＝Ｑ０ ＋０．５（Ｗ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ)
０．９  

   

 この式において，Ｑ及びＷ１+Ｗ２+………+ Ｗｎは，それぞれ次の値を表す。 

 Ｑ 排出総量（単位 kg／時） 

 Ｗ１+Ｗ２+………+ Ｗｎ 

   昭和５５年４月１日以降の新増設により使用される定格の燃料・原料 

     の量を別表第５により換算した量（単位 kL／時） 

     

２ 乙は，ばい煙発生施設に係るばいじんの排出濃度を，別表第６の１に掲げる基準以下，

廃棄物焼却炉のうち焼却能力が５０ｋｇ／時以上２００ｋｇ／時未満であるか火格子面

積又は火床面積が０．５ｍ2以上２．０ｍ2未満であるもの（以下「小規模廃棄物焼却炉」

という。）に係るばいじんの排出濃度を，別表第６の２に掲げる基準以下とする。 

３ 前各項に定めるもののほか，浮遊粒子状物質に係る環境基準を達成するため，甲がば

いじん対策の改善を要請したときは，乙はこれに応じるものとする。 

 

（粉じんの対策） 

第４条 乙は，粉じん発生施設（法第２条第１０項に規定する一般粉じん発生施設及び法

第２条第１１項に規定する特定粉じん発生施設をいう。）及びその他の発生源について，

散水装置，フード等を整備し，粉じん（法第２条第８項に規定する粉じんをいう。以下

同じ。）の飛散防止に努めるものとする。 

２ 乙は，別表第７に掲げる施設について，粉じんの排出量を低減するため，建屋集じん

装置等を整備する。 

３ 前各項に定めるもののほか，甲が粉じん対策の改善を要請したときは，乙はこれに応

じるものとする。 

 

（有害物質の対策） 

第５条 乙は，ばい煙発生施設から排出される有害物質（令第１条第１号から第４号まで

の有害物質をいう。以下この章において同じ。）について，除去装置の整備を促進する

ことにより排出量の低減に努めるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか，甲が有害物質の対策の改善を要請したときは，乙はこれに
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応じるものとする。 

 

（指定物質の対策） 

第６条 乙は，指定物質（令附則第３項に掲げる物質をいう。以下同じ。）の排出量の低

減に努めるものとする。 

２ 乙は，平成９年３月３１日以前に設置した別表第８の１に掲げるベンゼン排出施設に

係るベンゼンの排出濃度を，同表の排出基準以下とする。 

３ 乙は，平成９年４月１日以降に設置した，又は設置する別表第８の２に掲げるベンゼ

ン排出施設に係るベンゼンの排出濃度を，同表の排出基準以下とする。 

４ 乙は，平成９年３月３１日以前に設置した別表第８の３に掲げるトリクロロエチレン

又はテトラクロロエチレン（以下「トリクロロエチレン等」という。）排出施設に係る

トリクロロエチレン等の排出濃度を，同表の排出基準以下とする。 

５ 乙は，平成９年４月１日以降に設置した，又は設置する別表第８の４に掲げるトリク

ロロエチレン等排出施設に係るトリクロロエチレン等の排出濃度を，同表の排出基準以

下とする。 

６ 前各項に定めるもののほか，指定物質に係る環境基準を達成するため，甲が指定物質

対策の改善を要請したときは，乙はこれに応じるものとする。 

 

（ダイオキシン類の対策） 

第７条 乙は，ダイオキシン類｛ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第 

１０５号）第２条第１項に規定するダイオキシン類をいう。以下同じ。｝の排出量の低

減に努めるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか，ダイオキシン類に係る大気汚染に係る環境基準（平成１１

年環境庁告示第６８号）を達成するため，甲がダイオキシン類対策の改善を要請したと

きは，乙はこれに応じるものとする。 

 

（揮発性有機化合物の対策） 

第８条 乙は，光化学スモッグ注意報等の出現を抑制し，浮遊粒子状物質に係る環境基準

の達成を図るため，法第２条第４項に規定する揮発性有機化合物に関して排出又は飛散

の抑制に努めるものとする。 
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２ 乙は，別表第９に掲げる低沸点揮発性有機化合物を排出する別表第１０に掲げる低沸

点揮発性有機化合物発生施設について別表第１０に掲げる措置をする。ただし，乙は，

関係法令等の制約により措置が困難な施設について，甲の了解を得て措置の適用の猶予

を受けることができる。 

３ 前各項に定めるもののほか，光化学スモッグの発生の防止と浮遊粒子状物質に係る環

境基準の達成等のため，甲が低沸点揮発性有機化合物対策の改善を要請したときは，乙

はこれに応じるものとする。 

 

（測定等） 

第９条 乙は，ばい煙発生施設，粉じん発生施設，ベンゼン排出施設，トリクロロエチレ

ン等排出施設，小規模廃棄物焼却炉，低沸点揮発性有機化合物発生施設等から排出され

る大気汚染物質について，甲が指示するところによりその排出濃度，排出量，環境濃度

等の測定及び影響について調査を行い，甲に報告するものとする。 

２ 乙は，ばい煙発生施設，ベンゼン排出施設，トリクロロエチレン等排出施設，小規模

廃棄物焼却炉から排出される硫黄酸化物，窒素酸化物，ばいじん，有害物質，ベンゼン，

トリクロロエチレン等について，保安上又は公害防止上やむを得ない事由によりこの細

目協定に定める排出総量又は排出濃度を超えるおそれがある等の場合，その排出総量及

び排出濃度を測定し，甲に報告するものとする。 

３ 乙は，前項に規定する保安上又は公害防止上やむを得ない事由以外で，この細目協

定に定める排出総量又は排出濃度を超えた場合は，遅滞なく甲に報告するものとする。 

ただし，発生源常時監視テレメータシステムにより甲が確認する硫黄酸化物及び窒

素酸化物の排出総量は除く。 

４ 乙は，発生源常時監視テレメータシステムの運営に協力し，甲の指導に基づき，煙道

等に自動測定装置を設置するとともに，その管理を十分に行うものとする。 

５ 甲は，発生源常時監視テレメータシステムにより硫黄酸化物及び窒素酸化物の排出総

量を確認するものとする。 

６ 乙は，低沸点揮発性有機化合物排出防止の処理装置の適切な維持管理を図るため除去

効果の確認を３箇月に１回以上行うものとする。ただし，乙は事前に甲の了解を得て除

去効果の確認頻度について変更することができる。 

７ 乙は，ベンゼン排出施設又はトリクロロエチレン等排出施設から排出されるベンゼン
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又はトリクロロエチレン等の排出濃度について，６箇月を超えない作業期間毎に１回以

上測定するものとする。ただし，乙は事前に甲の了解を得て測定頻度について変更する

ことができる。 

 

第２章 水質汚濁の防止 

 

（用水量及び排水量） 

第１０条 乙は，用水使用の合理化に努め，別表第１１に掲げる排水溝ごとの処理を要す

る排出水を，同表に掲げる排水量以下で排出するよう努めるものとする。 

 

（生活環境項目の対策） 

第１１条 乙は，別表第１１に掲げる排水溝ごとの排出水の化学的酸素要求量，浮遊物質

量，ノルマルヘキサン抽出物質含有量，窒素含有量及びりん含有量｛水質汚濁防止法施

行令（昭和４６年政令第１８８号。以下この章において「令」という。）第３条第１項

第２号から第４号まで及び第１２号の項目をいう。以下同じ。｝に係る濃度及び負荷量

を，同表に掲げる数値以下とする。 

２ 乙は，降雨時の対策として，構内整備を推進するものとする。 

３ 乙は，第１項に掲げる汚濁物質の管理方法及び処理方法等について，技術開発に努め

るものとする。 

 

（有害物質等の対策） 

第１２条 乙は，別表第１１に掲げる排水溝ごとの排出水に含まれる有害物質（令第２条

各号に定める物質をいう。以下同じ。）及び特定項目（令第３条第１項第５号から第 

１０号までの項目をいう。以下同じ。）の濃度は，別表第１２の排出基準以下とする。 

ただし，別表第１１に掲げるものに限り同表に掲げる数値以下とする。 

 

（温排水等の対策） 

第１３条 乙は，排出水の温度及び色により周辺水産動植物に被害を与えないようにしな

ければならない。 

２ 乙は，温排水の冷却技術について，技術開発に努めるものとする。 
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３ 甲が排出水の温度及び色について基準を示したときは，乙はこれに応じるものとする。 

 

（生活排水の対策） 

第１４条 乙は，生活排水について，各浄化槽の整理統合を合理的に行うとともに高度処

理方式を導入し，汚濁負荷量の低減に努めるものとする。 

 

（水質の測定） 

第１５条 乙は，別表第１１に掲げる排水溝ごとの排出水の水質測定を，次の各号に定め

る回数及び方法で行うものとする。ただし，乙は，事前に甲の了解を得て測定回数及び

方法の変更ができる。 

（１）排水量，化学的酸素要求量，窒素含有量及びりん含有量の測定は，それぞれ毎日３

回以上とする。 

（２）浮遊物質量及びノルマルヘキサン抽出物質含有量の測定は，毎月１日で，かつ，１

日３回とする。 

（３）有害物質及び特定項目の濃度測定は，毎月１日で，かつ，１日２回とする。 

（４）前各号に掲げる測定は，告示｛排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定

める排水基準に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）｝の定める方法によ

って行うものとする。 

２ 乙は，排水口の水温測定を毎日２回以上行うものとする。ただし，事前に甲の了解を

得て測定回数の変更ができる。 

３ 乙は，排水量，化学的酸素要求量，窒素含有量及びりん含有量に係る自動測定装置を

設置するものとする。ただし，乙は，事前に甲の了解を得た場合は，この限りではない。 

４ 乙は，前項に定めるものを除く第１項第２号及び第３号並びに第２項に定める項目及

び物質について自動測定装置の設置に努めるものとする。 

５ 乙は，自動測定装置による測定をもって第１項第１号から第３号まで及び第２項に定

める測定に換えることができる。 

６ 乙は，第１項及び第２項に定める測定結果を年１回甲に報告するものとする。ただし，

化学的酸素要求量，浮遊物質量，ノルマルヘキサン抽出物質含有量，窒素含有量及びり

ん含有量の値が別表第１１に掲げる基準を超えた場合並びに有害物質及び特定項目の値

が別表第１２に掲げる基準を超えた場合は，遅滞なく甲に報告するものとする。 
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７ 乙は，第１項及び第２項に定める測定結果の記録を３年間保存するものとする。 

 

（底質の測定） 

第１６条 乙は，排水口周辺の底質についての有害物質の濃度を，別添第１に掲げる排水

口，方法によって毎年度１回定期的に測定し，その結果を年１回甲に報告するものとす

る。ただし，甲乙協議の上，測定回数等を変更することができる。 

 

（海域の調査） 

第１７条 乙は，別添第２に掲げる排水口前面海域の水温，潮流及びその他の海況並びに

プランクトン及び底棲生物の状況について，毎年度 1回定期的に調査し，その結果を年

１回甲に報告するものとする。ただし，甲乙協議の上，測定回数等を変更することがで

きる。 

 

第３章 地質汚染の防止 

 

（地質汚染の防止） 

第１８条 乙は，地質（土壌，地下水，土壌中の気体）汚染の未然防止を図るものとする。 

２ 乙は，工場敷地内の地質について毎年度定期的に調査し，その結果を速やかに甲に報

告するものとする。 

３ 乙は，掘削工事等一定規模以上の土地の形質変更時に土壌調査を行い，汚染物質が

発見された場合は，速やかに甲に報告するものとする。 

 

第４章 騒音の防止 

 

（騒音の防止） 

第１９条 乙は，屋外騒音発生施設からの騒音レベルを，次に掲げる算式により算出され

る数値以下とする。 
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  Ｙ＝２０lｏｇ１０（Ｘ＋Ｃ）＋Ｋ 

  

 この式において，Ｙ及びＸは，それぞれ次の値を表す。 

  Ｙ 音源（仮想点音源）から１メートルの距離における単一音源

の騒音レベル（単位 デシベル） 

  Ｘ 各音源から基準線（      の中心線）までの最短距離 

（単位 メートル） 

  

２ 甲が工場に係る騒音の調査及び騒音の防止の方法等について改善を要請したときは，

乙はこれに応じるものとする。 

 

第５章 地盤沈下の防止 

 

（地下水採取の制限等） 

第２０条 乙は，地下水の採取量の低減に努めるものとする。 

２ 乙は，地下水採取量を，  ｍ3／日以下とする。 

３ 乙は，上水道による上水の給水開始時に，当該用途の地下水の採取を停止するものと

する。 

４ 乙は，揚水施設ごとに水量測定器を設置し，揚水施設ごとの地下水採取の日量を測定

し，その結果を年１回甲に報告するものとする。 

 

第６章 悪臭の防止 

 

（悪臭の防止） 

第２１条 乙は，工場内の施設から発生する悪臭について，工場敷地境界線上にあっては

臭気指数１３以下，煙突等の気体排出施設から排出されるものにあっては臭気指数３３

以下とするものとする。 

２ 甲が工場に係る悪臭の調査及び悪臭の防止の方法等について改善を要請したときは，

乙はこれに応じるものとする。 
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第７章  雑 則 

 

（報告等） 

第２２条 乙は，別に定める様式により甲に報告等するものとする。 

 

（補 則） 

第２３条 甲及び乙は，この細目協定に関し疑義が生じたときは，速やかに協議し，協定

前文に掲げる理念に従って，解決に当たるものとする。 

 

（附 則） 

１ この細目協定は，平成２２年４月１日から平成２７年３月３１日まで効力を有する。 

２ 平成１７年１月２０日付けで甲及び乙が締結した公害の防止に関する細目協定に基づ

き行われた協議については，この細目協定において該当する協議が行われたものとみな

す。 
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  別表第１ 燃料・原料の量の重油の量への換算値（硫黄酸化物） 

種   類 量 重油の量（換算値  ﾘｯﾄﾙ） 

  重油 

１リットル 

        １．０ 

  原油         ０．９５ 

  軽油         ０．９５ 

  ナフサ         ０．９０ 

  灯油         ０．９０ 

  石炭 

１キログラム 

        ０．６６ 

  液化天然ガス         １．３×１／１０ 

  液化石油ガス         １．２×１／２ 

  都市ガス         １．３×１／２ 

  ナフサ分解ガス         １．１×１／２ 

  コークス炉ガス         １．１×１／２ 

  転炉ガス         ０．１６×１／３ 

  高炉ガス         ０．０６５×１／３ 

  天然ガス         １．３×１／１０ 

  オフガス         １．１×１／３ 

  副生油 １リットル         ０．９４ 

  焼結原料 １キログラム         ０．２３ 

  ＦＣＣに投入される石油 １リットル         ０．０７５ 

  硫黄回収装置で回収される硫黄 

１キログラム 

        ０．８２ 

  ガラス原料 

  （芒硝を使用するものに限る） 

        ０．３２ 
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  別表第２ 燃料・原料の量の重油の量への換算値（窒素酸化物） 

種   類 量 重油の量（換算値  ﾘｯﾄﾙ） 

  重油 

１リットル 

        １．０ 

  原油         ０．９５ 

  軽油         ０．９５ 

  ナフサ         ０．９０ 

  灯油         ０．９０ 

  石炭 

１キログラム 

        ０．６６ 

  液化天然ガス         １．３ 

  液化石油ガス         １．２ 

  都市ガス         １．３ 

  ナフサ分解ガス         １．１ 

  コークス炉ガス         １．１ 

  転炉ガス         ０．１６ 

  高炉ガス         ０．０６５ 

  天然ガス         １．３ 

  オフガス         １．１ 

  副生油 １リットル         ０．９４ 

  （注）卸供給事業者（電気事業法第２条第１項第１２号に規定する卸供給事業者をいう。以下同じ。） 

がその事業の用に供する施設については，重油の量（換算値）に次の係数を乗じるものとする。 

施設の種類 

定格出力（ｋＷ） 

５万未満 
５万以上 

１５万未満 
１５万以上 

発電ボイラー（電気事業法第２条第１項第１６号に規定

する電気工作物であるボイラーをいう。以下同じ。） 
０．８ ０．６ ０．４ 

ガスタービン ０．５ ０．３７５ ０．２５ 
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  別表第３ 窒素酸化物の排出基準 

（昭和５５年３月３１日以前に設置したばい煙発生施設） 

施  設  の  種  類 規模 (排ガス量) 
基準 

(ppm) 

標準酸素 

濃度(％) 

ボ  イ  ラ  ー 

ガスを専焼 

させるもの 

20 万ｍ3
Ｎ/時以上  ８０ 

 ５  4 万ｍ3
Ｎ/時以上20万ｍ3

Ｎ/時未満 １００ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 １３０ 

ガスを専焼 

させるもの 

以外のもの 

20 万ｍ3
Ｎ/時以上 １３０ 

 ４  4 万ｍ3
Ｎ/時以上20万ｍ3

Ｎ/時未満 １５０ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 １８０ 

ガス発生炉及び水素ガ

ス製造の用に供する加

熱炉並びにガス発生炉 

  1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ３２５  ７ 

焼  結  炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ２６０ １５ 

溶  鉱  炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １１０ １５ 

金属溶解炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １８０ １２ 

金属加熱炉 

ガスを専焼 

させるもの 
 1 万ｍ3

Ｎ/時以上 １００ 

１１ ガスを専焼 

させるもの 

以外のもの 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １５０ 

石油加熱炉 

ガスを専焼 

させるもの 
 1 万ｍ3

Ｎ/時以上 １００ 

 ６ ガスを専焼 

させるもの 

以外のもの 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １５０ 

流動接触分解装置の 

触媒再生塔に付属 

するＣＯボイラー 

  1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １９０  ４ 

石灰焼成炉 
  1 万ｍ3

Ｎ/時以上(ﾛｰﾀﾘｰｷﾙﾝ) ２７０ 
１５ 

  1 万ｍ3
Ｎ/時以上(上記以外) １８０ 

ガラス溶融炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ３６０ １５ 

その他焼成炉・溶融炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １８０ １５ 

反応炉及び直火炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 １８０  ６ 

乾  燥  炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ２２５ １６ 

焼  却  炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ２７０ １２ 

コークス炉   1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ３５０  ７ 

ガスタービン    ６０ １６ 

ガス機関   ６００  ０ 
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  別表第４の１ 窒素酸化物の排出基準 

（昭和５５年４月１日以降に設置し，又は設置するばい煙発生施設） 

施  設  の  種  類 規模 (排ガス量) 
基準 

(ppm) 

標準酸素 

濃度(％) 

ボ  イ  ラ  ー 

（別表第４の４に掲げ 

る施設を除く。） 

ガスを専焼 

させるもの 

50 万ｍ3
Ｎ/時以上  ５０ 

 ５ 
 4 万ｍ3

Ｎ/時以上50万ｍ3
Ｎ/時未満  ８０ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 １００ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時未満 １３０ 

固体を燃焼 

させるもの 

50 万ｍ3
Ｎ/時以上  ９０ 

 ６ 
 4 万ｍ3

Ｎ/時以上50万ｍ3
Ｎ/時未満 １１５ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 １３５ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時未満 １６０ 

上記の種類に 

該当する 

以外のもの 

50 万ｍ3
Ｎ/時以上 １００ 

 ４ 
 4 万ｍ3

Ｎ/時以上50万ｍ3
Ｎ/時未満 １３０ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 １５０ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時未満 １８０ 

ガス発生炉及び水素ガ 

ス製造の用に供する加 

熱炉並びにガス発生炉 

 

  

１３０  ７ 

焼  結  炉   １７０ １５ 

溶  鉱  炉    ８０ １５ 

金属溶解炉   １３０ １２ 

金属加熱炉  

4 万ｍ3
Ｎ/時以上 １００ 

１１ 
1 万ｍ3

Ｎ/時以上 4万ｍ3
Ｎ/時未満 130(100) 

0.5 万ｍ3
Ｎ/時以上 1万ｍ3

Ｎ/時未満 １５０ 

0.5 万ｍ3
Ｎ/時未満 １８０ 

石油加熱炉  

4 万ｍ3
Ｎ/時以上 １００ 

 ６ 
1 万ｍ3

Ｎ/時以上 4万ｍ3
Ｎ/時未満 130(100) 

0.5 万ｍ3
Ｎ/時以上 1万ｍ3

Ｎ/時未満 １５０ 

0.5 万ｍ3
Ｎ/時未満 １８０ 

 流動接触分解装置の触 

媒再生塔に付属する 

ＣＯボイラー 

 

 

１３０  ４ 

石灰焼成炉   １８０ １５ 

ガラス溶融炉   ３００ １５ 

その他焼成炉・溶融炉   １８０ １５ 

反応炉及び直火炉   １３０  ６ 

乾  燥  炉   １８０ １６ 

焼  却  炉  1 万ｍ3
Ｎ/時以上 ２５０ １２ 

コークス炉   １４０  ７ 

     （  ）内の基準は，ガス専焼させるものに適用する。 
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  別表第４の２ 窒素酸化物の排出基準 

（昭和５５年４月１日以降平成４年４月３０日以前に設置したばい煙発生施設） 

施  設  の  種  類 規模 (排ガス量) 
基準 

(ppm) 

標準酸素 

濃度（％） 

ガスタービン 

ガスを専焼させるもの 

で液化天然ガス，液化 

石油ガス，都市ガス及 

び天然ガスを燃焼させ 

るもの 

  ４０ 

１６ ガスを専焼させるもの 

で上記以外の燃料を燃 

焼させるもの 

  ５０ 

ガスを専焼させるもの 

以外のもの 

 4.5  万ｍ3
Ｎ/時以上  ５０ 

 4.5  万ｍ3
Ｎ/時未満  ６０ 

ディーゼル機関   ２００ １３ 

 

  別表第４の３ 窒素酸化物の排出基準 

（平成４年５月１日以降に設置し，又は設置するばい煙発生施設） 

施設の種類 
基    準 

（ｐｐｍ） 

標準酸素 

濃度（％） 

ガスタービン（別表第４の 

４に掲げる施設を除く。） 
 ２０ １６ 

ディーゼル機関 １００ １３ 

ガス機関 ２００  ０ 

ガソリン機関 ２００  ０ 
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  別表第４の４ 窒素酸化物の排出基準 

         （平成８年４月１日以降に設置し，又は設置するばい煙発生施設） 

施設の種類 規模（定格出力） 
基準 

(ppm) 

標準酸素 

濃度(%) 

卸供給事業者がその 

事業の用に供する 

発電ボイラー 

ガスを専焼させるもの 

５万ｋＷ未満  ４０  ５ 

５万ｋＷ以上  

１５万ｋＷ未満  
３０  ５ 

１５万ｋＷ以上  ２０  ５ 

固体を燃焼させるもの 

５万ｋＷ未満  ４０  ６ 

５万ｋＷ以上  

１５万ｋＷ未満  
３０  ６ 

１５万ｋＷ以上  ２０  ６ 

上記の種類に該当する

以外のもの 

５万ｋＷ未満  ４０  ４ 

５万ｋＷ以上  

１５万ｋＷ未満  
３０  ４ 

１５万ｋＷ以上  ２０  ４ 

卸供給事業者がその 

事業の用に供する 

ガスタービン 

 

５万ｋＷ未満  ２０ １６ 

５万ｋＷ以上  

１５万ｋＷ未満  
１５ １６ 

１５万ｋＷ以上  １０ １６ 

上欄に掲げるもの 

以外の発電ボイラー 

ガスを専焼させるもの  ４０  ５ 

固体を燃焼させるもの  ４０  ６ 

上記の種類に該当する

以外のもの 
 ４０  ４ 
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  別表第５ 燃料・原料の量の重油の量への換算値（ばいじん） 

種   類 量 重油の量（換算値  ﾘｯﾄﾙ） 

  重油 

１リットル 

        １．０ 

  原油         ０．９５ 

  軽油         ０．９５ 

  ナフサ         ０．９０ 

  灯油         ０．９０ 

  石炭 

１キログラム 

        ０．６６ 

  液化天然ガス         １．３×１／１０ 

  液化石油ガス         １．２×１／２ 

  都市ガス         １．３×１／２ 

  ナフサ分解ガス         １．１×１／２ 

  コークス炉ガス         １．１×１／２ 

  転炉ガス         ０．１６×１／３ 

 高炉ガス         ０．０６５×１／３ 

  天然ガス         １．３×１／１０ 

  オフガス         １．１×１／３ 

  副生油 １リットル         ０．９４ 
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別表第６の１ ばいじんの排出基準 

施設の種類 
規        模 

（排ガス量) 

基  準 

(g/m3
Ｎ) 

備  考 

ボ イ ラ ー 

20 万ｍ3
Ｎ/時以上 ０．０３ １ この表の基準の欄に掲げる

量は，次の式により算出され

たばいじん量とする。 

     21－On 

 Ｃ＝───・Ｃｓ 

     21－Os 

この式において，Ｃ，Ｏｎ，

Ｏｓ及びＣｓは，それぞれ大気

汚染防止法施行規則別表第２

の備考に定めるところによる。 

ただし，Ｏｎ，Ｏｓの扱いに

ついては，大気汚染防止法施行

規則の一部を改正する総理府

令（昭和５７年総理府令第２４

号）の附則で定める相当規定を

含む。 

 

２  この表の「上の種類又は規

模に該当しないばい煙発生施

設」の欄に該当する施設の排出

基準については，同表に定める

排出基準及び大気汚染防止法

施行規則別表第２に定める排

出基準｛大気汚染防止法に基づ

き排出基準を定める条例（昭和

４６年千葉県条例第６７号）を

含む。｝を適用する。 

 4 万ｍ3
Ｎ/時以上20万ｍ3

Ｎ/時未満 ０．０５ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 ０．０７ 

金属加熱炉 
 4 万ｍ3

Ｎ/時以上 
０．０５ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 

石油加熱炉  ０．０５ 

焼成炉 

ガラス溶融炉 

 ０．０５ 

焼  結  炉  ０．０５ 

転      炉  ０．０５ 

流動接触分解装置の

触媒再生塔 に付属

するＣＯボイラー 

 

０．１０ 

焼  却  炉 
 4 万ｍ3

Ｎ/時以上 ０．０５ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 ０．０７ 

ガスタービン  ０．０３ 

ディーゼル機関  ０．０８ 

上の種類又は規模

に該当しないばい煙

発生施設 

 4 万ｍ3
Ｎ/時以上 ０．０５ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時以上 4万ｍ3

Ｎ/時未満 ０．１０ 

 1 万ｍ3
Ｎ/時未満 ０．２０ 

 

別表第６の２ ばいじんの排出基準 

施設の種類 設置の時期 
基準 

（g/m3
Ｎ） 

小規模廃棄物焼却炉 
平成１０年１１月３０日までに設置されたもの   ０．２５ 

平成１０年１２月１日以降設置し，又は設置するもの   ０．１５ 

 

  別表第７ 建屋集じん装置等 

    施設の種類 

                金属の精練の用に供する溶鉱炉及び転炉 
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  別表第８の１ ベンゼンに係る排出基準 

（平成９年３月３１日以前に設置した排出施設に適用） 

排  出  施  設 区    分 
排出基準 

（mg/m3
Ｎ ） 

備  考 

ベンゼン（濃度が体積百分率60％以

上のものに限る。以下同じ。）を蒸

発させるための乾燥施設であって，

送風機の送風能力が１時間当たり 

1,000立方メートル以上のもののう

ち，溶媒として使用したベンゼンを

蒸発させるためのもの 

排出ガス量 

1,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 3,000ｍ3
Ｎ／時未満 

１００ 

 

排出ガス量 

 3,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 ５０ 

原料の処理能力が１日当たり２０

トン以上のコークス炉 
 １００ 

装炭時の装炭口からの排出

ガスで装炭車集じん機の排

出口から排出されるものに

含まれるベンゼンの量 

ベンゼンの回収の用に供する蒸留

施設（常圧蒸留施設を除く。）のう

ち，溶媒として使用したベンゼンの

回収の用に供するもの 

排出ガス量 

 1,000ｍ3
Ｎ／時以上 

１００  

ベンゼンの製造の用に供する脱ア

ルキル反応施設（密閉式のものを除

く。）のうち，排出ガスをフレアス

タックで処理するものを除いたも

の 

  ５０  

ベンゼンの貯蔵タンクであって，容

量が５００キロリットル以上のも

ののうち，浮屋根式（内部浮屋根式

を含む。）のものを除いたもの 

容量 1,000 kL以上 ６００ 
ベンゼンの注入時の排出ガ

スに含まれるベンゼンの量 

ベンゼンを原料として使用する反

応施設であって，ベンゼンの処理能

力が１時間当たり１トン以上のも

の（密閉式のものを除く。）のうち

，排出ガスをフレアスタックで処理

するものを除いたもの 

排出ガス量 

 1,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 3,000ｍ3
Ｎ／時未満 

１００ 

 

排出ガス量 

 3,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 ５０ 
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別表第８の２ ベンゼンに係る排出基準 

（平成９年４月１日以降に設置し又は設置する排出施設に適用） 

排  出  施  設 区    分 
排出基準 

（mg/m3
Ｎ ） 

備   考 

ベンゼン（濃度が体積百分率60％以

上のものに限る。以下同じ。）を蒸

発させるための乾燥施設であって，

送風機の送風能力が１時間当たり

1,000 立方メートル以上のものの

うち，溶媒として使用したベンゼン

を蒸発させるためのもの 

排出ガス量 

 1,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 3,000ｍ3
Ｎ／時未満 

１００ 

 

排出ガス量 

 3,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 ５０ 

原料の処理能力が１日当たり２０

トン以上のコークス炉 
 １００ 

装炭時の装炭口からの排出

ガスで装炭車集じん機の排

出口から排出されるものに

含まれるベンゼンの量 

ベンゼンの回収の用に供する蒸留

施設（常圧蒸留施設を除く。）のう

ち，溶媒として使用したベンゼンの

回収の用に供するもの 

排出ガス量 

 1,000ｍ3
Ｎ／時以上 

１００  

ベンゼンの製造の用に供する脱ア

ルキル反応施設（密閉式のものを除

く。）のうち，排出ガスをフレアス

タックで処理するものを除いたも

の 

  ５０  

ベンゼンの貯蔵タンクであって，容

量が５００キロリットル以上のも

ののうち，浮屋根式（内部浮屋根式

を含む。）のものを除いたもの 

 ６００ 
ベンゼンの注入時の排出ガ

スに含まれるベンゼンの量 

ベンゼンを原料として使用する反

応施設であって，ベンゼンの処理能

力が１時間当たり１トン以上のも

の（密閉式のものを除く。）のうち

，排出ガスをフレアスタックで処理

するものを除いたもの 

排出ガス量 

 1,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 3,000ｍ3
Ｎ／時未満 

１００ 

 

排出ガス量 

 3,000ｍ3
Ｎ／時以上 

 ５０ 
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  別表第８の３ トリクロロエチレン等に係る排出基準 

（平成９年３月３１日以前に設置した排出施設に適用） 

排  出  施  設 排出基準（mg/m3
Ｎ） 備   考 

トリクロロエチレン又はテトラクロロエ

チレン（以下「トリクロロエチレン等」と

いう。）を蒸発させるための乾燥施設であ

って，送風機の送風能力が１時間当たり

1,000 立方メートル以上のもののうち，溶

媒として使用したトリクロロエチレン等

を蒸発させるためのもの 

５００  

トリクロロエチレン等の混合施設であっ

て，混合槽の容量が５キロリットル以上の

もの（密閉式のものを除く。）のうち，ト

リクロロエチレン等を溶媒として使用す

るもの 

５００  

トリクロロエチレン等の精製又は回収の

用に供する蒸留施設（密閉式のものを除く

。）のうち，トリクロロエチレン等の精製

の用に供するもの及び原料として使用し

たトリクロロエチレン等の回収の用に供

するもの 

３００  

トリクロロエチレン等による洗浄施設で

あって，トリクロロエチレン等が空気に接

する面の面積が３平方メートル以上のも

ののうち，トリクロロエチレン等により洗

浄するもの 

５００  

テトラクロロエチレンによるドライクリ

ーニング機であって，処理能力が１回当た

り３０キログラム以上のもの 

５００  
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 別表第８の４ トリクロロエチレン等に係る排出基準 

        （平成９年４月１日以降に設置し又は設置する指定物質排出施設に適用） 

排  出  施  設 排出基準（mg/m3
Ｎ ） 備   考 

トリクロロエチレン又はテトラクロロエチレン

（以下「トリクロロエチレン等」という。）を

蒸発させるための乾燥施設であって，送風機の

送風能力が１時間当たり 1,000立方メートル以

上のもののうち，溶媒として使用したトリクロ

ロエチレン等を蒸発させるためのもの 

３００  

トリクロロエチレン等の混合施設であって，混

合槽の容量が５キロリットル以上のもの（密閉

式のものを除く。）のうち，トリクロロエチレ

ン等を溶媒として使用するもの 

３００  

トリクロロエチレン等の精製又は回収の用に供

する蒸留施設（密閉式のものを除く。）のうち

，トリクロロエチレン等の精製の用に供するも

の及び原料として使用したトリクロロエチレン

等の回収の用に供するもの 

１５０  

トリクロロエチレン等による洗浄施設であって

，トリクロロエチレン等が空気に接する面の面

積が３平方メートル以上のもののうち，トリク

ロロエチレン等により洗浄するもの 

３００  

テトラクロロエチレンによるドライクリーニン

グ機であって，処理能力が１回当たり３０キロ

グラム以上のもの 

３００  

 
 

  別表第９    低沸点揮発性有機化合物の定義 

  定義は，次のとおりとする。 

    次に掲げる有機化合物とする（以下「低沸点揮発性有機化合物」という。）。ただし，

光化学反応性のないものは除く。 

  １  原油及び石油製品（液化石油ガス，揮発油，ナフサ，ジェット燃料（ＪＰ－４）に限

る。） 

  ２  上記物質以外の物質で，単一物質にあっては１気圧で沸点が１５０℃以下，混合物に

あっては１気圧で５％留出点が１５０℃以下のもの 
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  別表第１０ 低沸点揮発性有機化合物発生施設及び措置 

低沸点揮発性有機化合物発生施設 

措  置 
施設区分 

施設ごとの 

対象物質 
新設・既設区分 規模区分 

常圧の固定屋

根式屋外タン

ク貯蔵所 

低沸点揮発性

有機化合物 

新    設 

（昭和60年４月１日 

以降に設置する 

もの。以下同じ。） 

１施設の貯蔵容量が500kL以

上の施設 

固定屋根付浮屋

根式（浮屋根式

又は内部浮屋根

付を含む。）へ

の改造，設置又

は低沸点揮発性

有機化合物排出

防止のための処

理装置の設置 

既    設 

（昭和60年３月31日 

  以前に設置したも 

  の。以下同じ。） 

１ 施 設 の 貯 蔵 容 量 が

1,000kL(沸点又は5%留出点

が100℃を超え150℃以下の

低沸点揮発性有機化合物を

貯蔵するものは3,000kL)以

上の施設 

出荷施設 

低沸点揮発性

有機化合物の

うち揮発油 

新    設 

揮発油の貯蔵容量の合計が

500kL以上の工場に設置され

，ﾀﾝｸﾛ-ﾘ-及びﾀﾝｸ貨車へ出荷

する施設 

低沸点揮発性有

機化合物排出防

止のための処理

装置の設置 

既    設 

揮発油の貯蔵容量の合計が

1,000kL以上の工場に設置さ

れ，ﾀﾝｸﾛ-ﾘ-及びﾀﾝｸ貨車へ出

荷する施設 

低沸点揮発性

有機化合物使

用施設 

低沸点揮発性

有機化合物 

新    設 

低沸点揮発性有機化合物使

用施設からの低沸点揮発性

有機化合物排出合計量が１

箇月当たり500kg以上の工場

に設置される施設 

既    設 

低沸点揮発性有機化合物使

用施設からの低沸点揮発性

有機化合物排出合計量が１

箇月当たり1,000kg以上の工

場に設置される施設 

有機化学製品

製造施設 

低沸点揮発性

有機化合物 
 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ等製造施設の生産量

が１年間当たり5,000t以上

の工場に設置される有機化

学製品製造施設 

低沸点揮発性有

機化合物排出防

止のための処理

装置の設置 

塗料等製造施設の生産量が

１年間当たり1,000t以上の

工場に設置される有機化学

製品製造施設 
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別表第１１ 排水溝別の排出水の基準等 

 

（１）排水溝名及び排水量 

排水溝名  

排水量(ｍ3/日)  

 

（２）化学的酸素要求量等及び栄養塩類 

項      目 
最大濃度 

(mg/L) 

負荷量 

(kg/日) 

  化学的酸素要求量   

  浮遊物質量   

  ﾉﾙﾏﾙへｷｻﾝ抽出物質含有量   

  窒素含有量   

  燐含有量   

 

（３）有害物質及び特定項目 

有害物質 
最大濃度 

(mg/L) 

 

特定項目 
最大濃度 

(mg/L) 

    

    

    

     （注）有害物質及び特定項目については，基準を超えないものは掲げない。 
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別表第１２ 有害物質等の排出基準 

    （１）有害物質 

有害物質 
排出基準 

(mg/L) 

 

有害物質 
排出基準 

(mg/L) 

 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物    0.01 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ   0.04 

ｼｱﾝ化合物    0.1 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ   0.2 

有機燐化合物    0.1 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ   0.4 

鉛及びその化合物    0.1 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ   0.06 

六価ｸﾛﾑ化合物    0.05 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ   0.02 

砒素及びその化合物    0.05 ﾁｳﾗﾑ   0.06 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀その他

の水銀化合物 
   0.0005 

ｼﾏｼﾞﾝ   0.03 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ   0.2 

ｱﾙｷﾙ水銀化合物    0.0005 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ    0.1 

ＰＣＢ    0.0005 ｾﾚﾝ及びその化合物   0.1 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ    0.3 ほう素及びその化合物 230 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ    0.l ふっ素及びその化合物 10 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ    3 ｱﾝﾓﾆｱ,ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物,亜硝酸 

化合物及び硝酸化合物 
100* 

四塩化炭素    0.02 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2 

（注）*は、ｱﾝﾓﾆｱ性窒素に０．４を乗じたものと、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量 

 

   （２）特定項目 

特定項目 
排出基準 

(mg/L) 

 

特定項目 
排出基準 

(mg/L) 

 ﾌｪﾉ-ﾙ類含有量    0.5  溶解性鉄含有量    1 

 銅含有量    1  溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ含有量    1 

 亜鉛含有量    1  ｸﾛﾑ含有量    0.5 

   （注） 

１  有害物質のうち、令第２条第１号から第８号及び第２５号に定める物質の排出基準は、水質汚濁

防止法に基づく排出基準を定める条例（昭和５０年千葉県条例第５０号）第４条に掲げる上乗せ基

準により、また、令第２条第９号から第２４号及び第２６号に定める物質の排出基準は、排出基準

を定める省令の基準による。 

２  特定項目の排出基準は，水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例（昭和５０年千葉県条例

第５０号）第４条に掲げる上乗せ基準による。 
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  別添第１ 底質の測定 
 
（１）測定を行う排水口名 

 

 

 
 
（２）測定方法 

項目 含有試験の方法注1) 
含有試験 

定量下限値 
(mg/kg) 

溶出試験の方法注2) 

水銀及びアルキル水銀 
その他の水銀化合物 環水管127号 0.01 

環水管127号 

アルキル水銀化合物 

環水管127号又は環境省底質調査方法 

0.01 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.1 

鉛及びその化合物 0.5 

六価クロム化合物 2 

砒素及びその化合物 0.5 

有機燐化合物 

ＥＰＮは環境省底質調査方法とする。Ｅ
ＰＮ以外は前処理を環境省底質調査方
法で行い、定量操作を環告64号付表1に
よる方法とする。(メチルジメトンにあ
っては、環告64号付表2に掲げる方法) 

0.5 

環告64号付表1に掲げ
る方法又は規格31．1に
定める方法(メチルジ
メトンにあっては、同
環告64号付表2に掲げ

る方法) 
シアン化合物 環水管127号又は環境省底質調査方法 1 JIS K 0102 

PCB 環水管127号 0.01 環水管127号 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

環境省底質調査方法 

0.001 

JIS K 0125 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.001 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.001 

四塩化炭素 0.001 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.001 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.001 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.001 

cis-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.001 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.001 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.001 

チウラム ― ― 

環告59号 シマジン 

環境省底質調査方法 

0.001 

チオベンカルブ 0.001 

ベンゼン 0.001 JIS K 0125 

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.2 JIS K 0102 
注１） 含有試験の測定試験の方法は下記に示すもの。 
 ※ 環水管第 127 号=｢昭和 63 年 9月 8日 環水管第 127 号(底質調査方法の改定について)｣ 
※ 環境省底質調査方法=「平成 13 年 3月 1 日環境省環境管理局水環境部底質調査方法」 
※ 環告 64号=｢昭和 49年 9月 30日環境庁告示第 64号 排水基準を定める省令の規定に基づく環境
大臣が定める排水基準に係る検定方法｣ 

注２） 溶出試験の測定試験の方法は下記に示すもの。 
※ 溶出試験の，溶液調整方法は，「昭和 63 年 9月 8 日 環水管第 127 号(底質調査方法の改定に
ついて)」に測定項目があるものについては，その方法，それ以外については「昭和 48 年環境庁
告示第14号 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第5条第 1項に規定する埋立場所
等に排出しようとする廃棄物に含まれる金属等の検定方法」による。 

※ 環水管第 127 号=｢昭和 63 年 9月 8日 環水管第 127 号(底質調査方法の改定について)｣ 
※ JIS K0102=日本工業規格「工場排水試験方法」 
※ JIS K0125=日本工業規格「用水・排水中の揮発性有機化合物試験方法」 
※ 環告 59 号=｢昭和 46 年 12 月 28 日環境庁告示第 59 号 水質汚濁に係る環境基準について｣ 
※ 環告 64号=｢昭和 49年 9月 30日環境庁告示第 64号 排水基準を定める省令の規定に基づく環境
大臣が定める排水基準に係る検定方法｣ 

注３） 含有試験で定量限界を超えた項目は、溶出試験も行うこと。なお、チウラムについては、含
有試験方法が無いため、溶出試験を行うこと。 

注４） 上記に例示した測定方法以外で分析を行う場合は、報告時に測定方法を提出すること。 
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  別添第２ 前面海域の調査 

 

    調査を行う排水口名 

 

 

 

 
 


